
 貸  借  対  照  表 

2023年 3月 31日現在

科          目 金        額 科          目

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

円 円

1,299,295,320 1,500,843,075

407,715,221 137,836,857

130,373,689 245,888,734

602,262,822 864,646,018

16,546,774 1,770,120

76,778,708 74,856,652

15,986,175 1,845,993

23,240,863 53,095,771

28,197,856 39,188,930

△ 1,806,788 81,714,000

  

430,749,048 1,921,474,138

364,357,556 1,400,000,000

74,818,808 516,203,818

8,634,431 5,270,320

33,576,702 0

1,084,533 負      債      合      計 3,422,317,213

239,842,682 純　資　産　 の 　部

6,400,400

0 △ 1,692,272,845

35,984,444 100,000,000

10,024,735   300,000,000

25,959,709 △ 2,092,272,845

30,407,048   4,800,000

10,444,168 △ 2,097,072,845

0

979,000

14,508,966   

0 純  資  産      合      計 △ 1,692,272,845

4,474,914

資      産      合      計 1,730,044,368 負債および純資産合計 1,730,044,368

繰 越 利 益 剰 余 金

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 短 期

CMS 預 け 金 未 払 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債

ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 長 期

貸 倒 引 当 金 - 短 期

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

株 主 資 本

賞 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 払 消 費 税 等

前 払 費 用

商 品

金        額

流 動 負 債流 動 資 産

売 掛 金 未 払 費 用

貯 蔵 品

未 払 法 人 税 等

未 収 金 前 受 金

預 り 金

出 資 金

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

リ ー ス 資 産

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資 等

長 期 借 入 金

電 話 加 入 権

工 具 ・ 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

建 物

長 期 繰 延 税 金 資 産

差 入 敷 金 ･ 保 証 金

構 築 物

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

機 械 装 置

資 本 金

資 本 剰 余 金



個　別　注　記　表

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 　その他有価証券（市場価格のないもの）の評価は、総平均法による原価法によっ

ております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 　棚卸資産の評価は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法

① 　有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

② 　無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

 (所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

①   貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込み額に基づき計上しております。

③ 　賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（５）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２.当期純損益

当期純利益 16,023,332円


